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１ 東京都施設整備マスタープランについて
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参考資料１－１

東京都水道事業運営戦略検討会議（第19回）
（令和７年６月９日）資料



○用語の説明

用語 説明
一日平均使用水量 お客さまが使用する一日当たりの水量
一日平均配水量 浄水場から配水する一日当たりの水量
一日最大配水量 浄水場から配水する一日当たりで最大の水量
実績期間 一日平均使用水量の推計に用いる実績の期間
有収率（計画有収率） 一日平均配水量に対する一日平均使用水量の割合
負荷率（計画負荷率） 一日最大配水量に対する一日平均配水量の割合
給水人口 給水対象の人口
生活用水使用水量 家庭で使用される一日当たりの水量
生活用水原単位 家庭で使用される一人一日当たりの水量
都市活動用水使用水量 事務所、学校、病院等で使用される一日当たりの水量
工場用水使用水量 工場で使用される一日当たりの水量
決定係数 実績に対して回帰式の当てはまりの良さを示す

２ 水道需要の見通し
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東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）

（令和2年8月11日）参考資料

参考資料２－１



○計画一日最大配水量算定の一般的な手順

水道施設設計指針 2012
（公益社団法人日本水道協会）より

２ 水道需要の見通し
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東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）

（令和2年8月11日）参考資料

参考資料２－２



○推計手法

水道施設設計指針 2012
（公益社団法人日本水道協会）より

２ 水道需要の見通し
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東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）

（令和2年8月11日）参考資料

参考資料２－３



・水道施設は数十年から100年程度にわたって使い続けるものであるため、
できる限り長期的な将来の水道需要を見据えなければならず、
これまでの水道需要の動向を可能な限り長期にわたって分析することが必要

・一日平均使用水量の実績はバブル崩壊後の平成4(1992)年度に最大となり、その後は現在まで減少又は
横ばいの傾向が続いているため、今回の推計に用いる実績期間は、使用水量の実績が同じ傾向を示す
平成4(1992)年度から令和元(2019)年度までの28年間
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○実績期間

２ 水道需要の見通し

東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）

（令和2年8月11日）資料

参考資料２－４



○「見通し」実施時の東京都の総人口の推計

参考資料２－５
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東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）

（令和2年8月11日）参考資料

２ 水道需要の見通し

「未来の東京」戦略ビジョン
（令和元年12月）より



・「未来の東京」戦略ビジョン（令和元年12月）で示された都の将来人口を
基に、区部及び多摩29市町における将来給水人口※を推計（参考資料1-6）

・将来給水人口は、令和7(2025)年に1,414万人でピークを迎えたのち、減少に転じ、令和22(2040)年には
1,357万人まで減少（見込み）
（ ※給水人口には、給水区域外である島しょと檜原村等を含まない）
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○将来給水人口（「見通し」実施時）

２ 水道需要の見通し

東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）

（令和2年8月11日）資料

参考資料２－６



名称 ① 年平均増減数式 ② 年平均増減率式 ③ 修正指数曲線式 ④ 逆修正指数曲線式 ⑤ べき曲線式 ⑥ ロジスティック曲線式 ⑦ 逆ロジスティック曲線式

 ｙ＝ax＋ｂ  ｙ＝ｙ0（１＋r）ｘ
 ｙ＝K－abx  ｙ＝K＋abx  ｙ＝Axa  y＝K／（１＋e（a－bx））  y＝c－（c－K）／（１＋e（a－bx））

推計式
推計線例

（係数により増加又は減少） （係数により増加又は減少）

実績 推計

水量

年

水量

年

水量

年

水量

年

水量

年

水量

年

水量

年

・時系列傾向分析に用いる主な推計式（水道施設設計指針（参考資料１-８）

・推計式の選定結果

推計式 推計式 推計式

① 年平均増減数式  ｙ ＝ －1.417x＋256.6 0.89927  ｙ ＝ －8.563x＋1314 0.84745  ｙ ＝ －4.819x＋163.3 0.94056

② 年平均増減率式  ｙ ＝ 257.0×0.9941ｘ 0.88781  ｙ ＝ 1321×0.9927ｘ 0.86434  ｙ ＝ 186.5×0.9472ｘ 0.98936

③ 修正指数曲線式  ｙ ＝ 259.3－7.971×1.067
ｘ 0.95981  ｙ ＝ 1101＋306.1×0.8947

ｘ 0.97787  ｙ ＝ 11.15＋178.0×0.9403
ｘ 0.99002

④ 逆修正指数曲線式  ｙ ＝ －596.1＋852.8×0.9983
ｘ 0.89608  ｙ ＝ 1101＋306.1×0.8947

ｘ 0.97787  ｙ ＝ 11.14＋178.3×0.9403
ｘ 0.99002

⑤ べき曲線式  ｙ ＝ 262.9×x－0.04459 0.56643  ｙ ＝ 1413×x－0.07177 0.96242  ｙ ＝ 212.2×x－0.3541 0.81001

⑥ ロジスティック曲線式  y ＝ 257.1／（１＋ｅ（－3.743＋0.07967x）） 0.96237  y ＝ 18500／（１＋ｅ（2.565＋0.007838ｘ）） 0.86319  y ＝ 7749／（１＋ｅ（3.704＋0.05496x）） 0.98932

⑦ 逆ロジスティック曲線式  y ＝ 248.3－35.01／（１＋ｅ
（5.846－0.3100x）

） 0.99308  y ＝ 133400-132300／（１＋ｅ
（－6.067－0.1114ｘ）

） 0.97787  y ＝ 43.57＋173.3／（１＋ｅ
（－1.228＋0.1729x）

） 0.99576

式名称
生活用水原単位 都市活動用水 工場用水

決定係数決定係数決定係数

〔実績の動向に最もよく適合し、選定された推計式〕
◇生活用水原単位・・・逆ロジスティック曲線式（決定係数：0.99308）
◇都市活動用水・・・・逆修正指数曲線式（決定係数：0.97787）
◇工場用水・・・・・・逆ロジスティック曲線式（決定係数：0.99576） 9

２ 水道需要の見通し 参考資料２－７

○推計式の選定 東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）

（令和2年8月11日）資料



○推計に用いた推計式

２ 水道需要の見通し 参考資料２－８
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東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）

（令和2年8月11日）参考資料

水道施設設計指針 2012
（公益社団法人日本水道協会）より
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近年の実績：96％

（％）

近年は横ばいで推移

・有収率は、配水量に対する使用水量（漏水などを除いて
お客さまが実際に使用した水量）の割合を示すもの

・有収率の実績は、これまでの管路更新を含む漏水防止の取組などにより向上し、近年は横ばいで推移
・今後も、漏水防止の取組などにより現在と同程度で推移していくと考えられることから、計画有収率は
近年の実績を踏まえ96％と設定

・一日平均配水量 ＝ 一日平均使用水量 ÷ 有収率

96

11

参考資料２－９

○計画有収率 東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）

（令和2年8月11日）資料

２ 水道需要の見通し



参考資料２－１０２ 水道需要の見通し

東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）

（令和2年8月11日）資料
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○計画負荷率
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水道施設設計指針 2012
（公益社団法人日本水道協会）より

東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）

（令和2年8月11日）参考資料

参考資料２－１１２ 水道需要の見通し



○有識者からの意見(1/2)
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・ 今後の各用途（生活用・都市活動用・工場用）の一日平均使用水量を推計する手法として、水道施設設計指針
に基づいた時系列傾向分析を採用していることについて、各用途の使用水量は、近年、経年的な変動が小さく、
これまでの傾向が今後も続いていくと考えられることからも理解できる。
ただし、都市活動用水については、将来における不確実性を考慮することが重要である。

・ 推計に用いる実績期間について、水道施設は数十年から100年程度にわたって使い続けるものであり、できる
限り長期的な将来の水道需要を見据える必要があることから、これまでの水道需要の動向を可能な限り長期に
わたって分析することが必要である。

・ 今回の推計に当たり、バブル崩壊後に一日平均使用水量が最大となった平成4年度から、減少又は横ばいの
傾向が続いている令和元年度までの28年間を実績期間としていることについて、社会経済状況が大きく変化した
バブル崩壊後の、使用水量の推移が同じ傾向を示す期間であり、適切な考え方と言える。
また、20年先までの水道需要を見通す上で、それ以上の期間の実績値を用いて推計を行っていること、さらに、

実績期間別の決定係数から見ても、一日平均使用水量の実績値と推計値の当てはまりが最も良い実績期間である
ことから、問題はないものと思われる。

・ 計画有収率について、有収率はこれまでの管路更新を含む漏水防止の取組などにより向上し、近年は横ばいで
推移しており、適切な管路更新や漏水防止の取組などの継続を前提に、今後も同程度で推移すると考えられる
ことから、近年の実績を踏まえて設定することは妥当である。
なお、有収率96%と設定するに当たっては、残り4%の具体的な内訳について整理しておくと良い。
また、他都市において、大規模地震による漏水率の増加に伴い有収率が低下した事例があるため、大規模地震

が発生した場合の都の有収率への影響について確認しておくと良い。

東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）

（令和2年8月11日）資料より

参考資料２－１２２ 水道需要の見通し



○有識者からの意見(2/2)
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・ 計画負荷率については、安定的な給水が困難となり、都民生活に支障が生じたり首都東京の都市機能が滞った
りすることのないように設定する必要がある。したがって、過去に実際に生じた配水量の変動は、将来において
も起こる可能性があることを踏まえ、過去に実際に記録した値として、実績期間における最小値を採用すること
は、首都東京の安定給水を確保する責務を負っている水道事業者として安全を確保しているものであり、適切な
考えと理解できる。

・ 時系列傾向分析における推計式の選定結果について、生活用水原単位、都市活動用水、工場用水それぞれで選
定した推計式の決定係数は非常に高く、統計的に精度の高い推計式である。
ただし、最初に述べた通り、都市活動用水については、今後の社会経済状況が大きく変化し、使用水量に影響

が出る可能性を想定し、重回帰分析による推計を行い、水道需要の見通しにどの程度影響が出るかを把握してお
くと良い。

・ 以上のことから、今回の「一日平均使用水量は、現在と同程度の量で推移し、令和7（2025）年度にピークを
迎え、配水量の変動や漏水等を考慮した一日最大配水量を見通すと、ピーク時におおむね530万m3/日となる可能
性があり、その後は減少に転じ、20年後の令和22（2040）年度にはおおむね515万m3/日となる見込み」との水道
需要の見通しは、最新の使用水量の実績や示された将来の指標などから見て、妥当性を確認することができる。

東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）

（令和2年8月11日）資料より

参考資料２－１３２ 水道需要の見通し



○現在の東京都の総人口の推計（「２０５０東京戦略」）

「２０５０東京戦略」
（令和７年３月）より 16

参考資料２－１４２ 水道需要の見通し
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・「２０５０東京戦略」（令和７年３月政策企画局）で示された都の将来人口を基に、
区部及び多摩29市町における将来給水人口を推計

・将来給水人口は、2030(令和12)年に1,423万人でピークを迎えたのち、減少に転じ、
2040(令和22)年には1,400万人まで減少（見込み）
（ ※給水人口には、給水区域外である島しょと檜原村等を含まない）
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○将来給水人口（「２０５０東京戦略」を反映）

（＋4) （＋13) （＋27) （＋43)

（ ) は現行推計からの増

参考資料２－１５２ 水道需要の見通し



３ 水源の適切な確保
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参考資料３－１

〇利根川の渇水状況（取水制限） 東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）
（令和2年8月11日）資料より一部抜粋



３ 水源の適切な確保
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参考資料３－２

〇計画利水安全度

国土交通省ホームページより

東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）

（令和2年8月11日）参考資料



３ 水源の適切な確保
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参考資料３－３

〇日本の気候変動2025（文部科学省、気象庁）令和７年３月公表（抜粋）

【積雪】
（観測結果）

・1962年以降、日本海側の各地域では年最深積雪に減少傾向が現れている
・１日に20cm以上の降雪が観測されるような大雪の日数にも減少傾向が現れている

（将来予測）
・４℃上昇シナリオ(RCP8.5)では、年間の降雪・積雪量は全国的に減少すると予測される

観測結果（年最深積雪） 将来予測（年最深積雪）

年最深積雪は、将来、約３割程度となる（約７割減少する）予測

※20世紀末(1980～1999年平均)に対する21世紀末(2076～2095年平均)の比率(％)



３ 水源の適切な確保
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参考資料３－４

〇日本の気候変動2025（文部科学省、気象庁）令和７年３月公表（抜粋）

【降雨】
（観測結果）

・日本国内の極端な大雨の発生頻度は増加し、強い雨ほど増加率が高くなっている
・一方で、雨の降らない日数も増加している

（将来予測）
・極端な大雨の発生頻度や強度は全国平均では増加するが、雨の降らない日も増加

すると予測される
観測結果（無降水日の年間日数） 将来予測（無降水日の年間日数）

無降水日数は、将来、約10日間増加する予測

※20世紀末(1980～1999年平均)に対する21世紀末(2076～2095年平均)の増減



３ 水源の適切な確保
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参考資料３－５

〇令和5年8月7日 利根川水系渇水対策連絡協議会※幹事会 資料（抜粋）

・利根川上流９ダムでは、少雨の影響を受け、現在の貯水量は過去に渇水が発生した年と
同様の厳しい状況であることを確認しました。今後も、限りある水資源の有効利用のため、
上流ダムと下流施設を連携したきめ細やかな運用を行っていきます。

・今後、利根川及び鬼怒川ダム群の貯水量が増加するような降雨が無い場合には、
早ければ来週に利根川水系渇水対策連絡協議会を開催し、１０％の取水制限の実施に
ついて協議することを確認しました。

・利根川に係る水の利用者に対して、節水への取り組みを促すために幅広い広報活動を実施
することとします。

利根川上流9ダム合計貯水量（令和5年8月7日時点）

※利根川水系渇水対策連絡協議会

（目的）
利根川の渇水時における円滑な水需給の調整を
図るため、渇水対策について十分な連絡をとり、
合理的な水利使用を推進すること

（構成）
国土交通省、経済産業省、農林水産省、東京都、
千葉県、埼玉県、茨城県、群馬県、栃木県、
独立行政法人水資源機構



３ 水源の適切な確保
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参考資料３－６

〇小河内貯水池予防保全事業



４ 確保すべき施設能力 参考資料４－１

東京都水道施設整備マスタープラン
（令和3年3月）より

（万m3/日）

件 名 事 故 内 容
影響を受けた

浄水場
能力

低下量

朝霞浄水場
（施設能力：170）

三園浄水場
（施設能力：30）

朝霞浄水場内事故
（平成14（2002）年）

・浄水薬品（苛性ソーダ）漏洩事故に伴い、45時
 間、朝霞浄水場全停止

朝霞浄水場
（施設能力：170）

170

江⼾川水質事故
（平成24（2012）年）

・利根川水系におけるホルムアルデヒド事故に
 伴い約３日間、三郷浄水場全停止

三郷浄水場
（施設能力：110）

110

※ 原水連絡管：朝霞浄水場と東村山浄水場との間で、利根川水系と多摩川水系の原水を相互融通する施設

荒川水質事故
（昭和63（1988）年）

・入間川におけるシアン流出事故に伴い、17時間
 取水停止
・原水連絡管※による多摩川水系からのバック
 アップ（100万m3/日）により朝霞浄水場は
 一部浄水処理を継続、三園浄水場全停止

100

過去に発生した重大リスク（浄水場の停止事故）
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５ 予防保全型管理による施設の長寿命化 参考資料５－１

○予防保全型管理
点検結果などに基づき、施設の劣化や損傷が進行する前に適切な維持管理、修繕、
補修・補強等を計画的に講じる管理手法

点検・補修の実施時期

〇詳細点検（初期）
・浄水場：令和4（2022）年度までに点検を実施

（BAC池等の一部施設を除く）
・給水所、多摩地区施設：令和11（2029）年度までに

経過年数が長い施設から優先的に点検を実施
〇補修

・劣化予測により供用年数等を算出し、優先度を踏まえ
令和5（2023）年度から順次補修を実施

点検・補修スケジュール 点検 設計 施工

R２
(2020)

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R9
(2027)

R10
(2028)

R11
(2029)

R12
(2030)

浄水場

点検

補修

給水所、多摩地区施設

点検

補修

一部BAC池 他

経過年数50年以上 経過年数30～49年 経過年数29年以前

経過年数50年以上 経過年数49年以前

東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第2回）

（令和2年10月16日）資料
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５ 予防保全型管理による施設の長寿命化

○コンクリート構造物の点検状況（浄水場）

詳細点検の概要

詳細点検

ｺﾝｸﾘｰﾄ試験

詳細目視

劣化予測

損傷把握

補修対象

供用年数100年未満

健全度D,E判定

点検の実施状況（令和６年度末時点）

点検対象施設図

着水井 沈殿池
オゾン
接触池

生物活炭
吸着池

ろ過池 配水池

排水
処理

取水
施設

※停止が困難で詳細点検が実施できない施設のうち、バックアップの確保に時間を要する場合は、完成時期が同時期の点検データを準用

原則として、施設を停止し排水後、詳細点検を実施
詳細点検は、コンクリート試験や詳細目視により、強度試験・
中性化試験、すりへり・ひび割れ・剥離の劣化状況を把握

参考資料５－２

取水施設
原水施設
着水井等

沈殿池
オゾン
接触地

生物活性
炭吸着池

ろ過池 配水施設 排水処理 その他 合計

42 27 224 206 88 488 41 114 27 1,257

浄水場等
点検施設数

コンクリート
構造物数
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中性化劣化予測判定

α判定 ： 供用期間後も中性化残りが10mm以上

β判定 ： 供用期間中に中性化残りが10mm未満

γ判定 ： 既に中性化残りが10mm未満

※供用期間は100年とする

＜中性化残りのイメージ＞

かぶり厚さ

中性化深さ

鉄筋Co表面

中性化残り＝かぶり厚さ － 中性化深さ

中性化残り

鋼材腐食限界値
10mm

５ 予防保全型管理による施設の長寿命化 参考資料５－３

○中性化試験による劣化予測
・中性化限界値は、中性化残り10 mm 以上では軽微な鋼材腐食にとどまること

が多いとされていることから、この値を限界値として供用年数の算出
（コンクリート標準示方書を参考に設定）
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５ 予防保全型管理による施設の長寿命化 参考資料５－４

東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）

（令和2年8月11日）資料
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ろ過池 沈殿池 排水処理

γ

β

α

α

90%

β

6%

γ

4%

＜施設毎の判定結果＞＜健全度判定（1257施設※）の内訳＞
※予防保全型管理における点検において、１施設とは原則、１池とする

判定区分

劣化

健全

５ 予防保全型管理による施設の長寿命化

○浄水場の点検結果（令和４年度点検完了）
（１）中性化
・β,γ判定の施設は、主にろ過池、沈殿池、排水処理施設

12％
58施設

23％
26施設

14％
30施設

（施設数）

参考資料５－５

10％
119施設
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300

350

400

450

500

ろ過池 沈殿池 排水処理

E

D

C

B

A

○浄水場の点検結果（令和４年度点検完了）
（２）ひび割れ
・施設全体にわたる致命的な損傷は確認されておらず、小規模かつ局所的
・補修対象となるＤ，Ｅ判定は、主にろ過池、沈殿池、排水処理施設

60％
131施設

54％
294施設

54％
35施設

判定区分

劣化

健全

５ 予防保全型管理による施設の長寿命化

＜施設毎の判定結果＞＜健全度判定（978施設※）の内訳＞
※予防保全型管理における点検において、１施設とは原則、１池とする

A

11%
B

12%

C

28%

D

39%

E

10%

（施設数）

参考資料５－６

49％
475施設
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63％
294施設

47％
35施設

５ 予防保全型管理による施設の長寿命化

○浄水場の点検結果（令和４年度点検完了）
（３）浮き・剥離
・施設全体にわたる致命的な損傷は確認されておらず、小規模かつ局所的
・補修対象のＤ，Ｅ判定は、主にろ過池、沈殿池、排水処理施設

A

30%

C

19%

D

33%

E

18%

＜施設毎の判定結果＞＜健全度判定（978施設※）の内訳＞
※予防保全型管理における点検において、１施設とは原則、１池とする

判定区分

劣化

健全

70％
131施設

（施設数）

参考資料５－７

51％
495施設
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５ 予防保全型管理による施設の長寿命化

浄水場の点検結果（令和4年度点検完了）
（４）総括
・主に気相部において、ひび割れ、浮き・剥離が発生
・ひび割れや浮き・剥離の損傷は、小規模かつ局所的に発生
・一部の施設における中性化状況は、供用期間中に鋼材腐食限界値に

達することを確認

中性化深さ計測状況浮き・剥離事例ひび割れ事例

参考資料５－８
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５ 予防保全型管理による施設の長寿命化 参考資料５－９

東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）

（令和2年8月11日）資料
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６ 今後の管路更新の考え方

第3回上下水道地震対策検討委員会
（令和6年9月30日）最終とりまとめ概要

○能登半島地震を踏まえた国の報告

参考資料６－１

34



６（１）今後の管路更新の考え方（導水施設） 参考資料６－２

○導水施設の健全度調査の調査項目概要
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６（２） 今後の管路更新の考え方（配水管）

① 普通鋳鉄管 明治中期から昭和15年頃までに製造された鋳鉄管

② 高級鋳鉄管 昭和5年から昭和45年頃までに製造された鋳鉄管

鋳鉄混在管 ④

初期ダクタイル管 ⑤

鋼管（ポリ無） ⑥

鋼管（ポリ有） ⑦

非耐震継手管 ⑧

耐震継手管 ⑨

　普通鋳鉄管

　高級鋳鉄管

　ダクタイル鋳鉄管 黒鉛が球状で他の黒鉛とつながらないため、地鉄の連続性が高く、強度や延性に優れている管路

　鋼管の一部 溶接技術等が向上する以前に製造されていた管路

鋼管の一部

取替困難管

⑤のうち、直管部にも高級鋳鉄管の混在の可能性が高い管路

直管部はダクタイル鋳鉄管を使用し、異形管部は高級鋳鉄管を使用している管路

種類名称

ダクタイル鋳鉄管のうち、継手部が抜け出すおそれのある管路

ダクタイル鋳鉄管のうち、継手部に離脱防止機能を有する管路及び⑥・⑦

黒鉛が細長く片状に形成されているため、地鉄の連続性が絶たれ、黒鉛を起点にひび割れを起こしやすい管路
（高級鋳鉄管は、黒鉛の含有量が少なく、普通鋳鉄管に比べて地鉄の連続性が高まるなど強度が約２倍）

ポリエチレンスリーブが未被覆の鋼管

ポリエチレンスリーブが被覆された鋼管

③
・口径800㎜以上のうち、昭和33年までに布設された鋼管
・口径750㎜以下のうち、昭和38年までに布設された鋼管

○東京水道の管路名称

参考資料６－３

東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）
（令和2年8月11日）参考資料より
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○鋳鉄管とダクタイル鋳鉄管の特性

ダクタイル鋳鉄管は、管体素材に球状黒鉛が使用されており、強度や靱性が高い
さらに、管内面に耐食性を有する塗装が施されているため、耐久性も高い

※管外面を被覆しているものであり、管体が錆びにくくなる効果がある。

【参考】ポリエチレンスリーブ

６（２） 今後の管路更新の考え方（配水管） 参考資料６－４

東京都水道事業運営戦略検討会議
施設整備に関する専門部会（第1回）
（令和2年8月11日）参考資料より
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６（２） 今後の管路更新の考え方（配水管）

○取替優先地域の耐震継手化

参考資料６－５

東京都水道事業運営戦略検討会議（第14回）
（令和４年９月13日）資料
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６（２） 今後の管路更新の考え方（配水管）

○取替優先地域の耐震継手化

参考資料６－６

東京都水道事業運営戦略検討会議（第14回）
（令和４年９月13日）資料
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６（２） 今後の管路更新の考え方（配水管）

○令和６年能登半島地震の復旧支援を通じた、配水管復旧作業の阻害要因例
① 上流側管路の被害により、早期通水と漏水調査を阻害した事例
➁ 漏水箇所の早期復旧が困難となった事例

➁建物倒壊により早期復旧が困難

P

地域配水の骨格管路

配水本管

配水小管

輸送・分配機能確保

凡例

地域配水への注入点

被害箇所

地域配水の骨格となる管路が被害を受け、下流
側へ水が供給出来なくなったことで、漏水調査
が実施できず、復旧に時間を要した

給
水
所

＜配水管復旧作業の阻害事例イメージ＞

①管路の抜け出し被害

参考資料６－７

上流管路抜け出し箇所
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６（２） 今後の管路更新の考え方（配水管）

○都市部の埋設物輻輳の状況と既設管内配管工事のイメージ

配水本管 
Φ700

・埋設物が輻輳した状況では他埋設物が支障となるため、
開削工事での取替が困難

・このため、既設管よりも口径の小さい管路を既設管内に
挿入することで管路更新を実施
⇒耐震性は確保されるが、既設管に比べ縮径となるため

輸送・分配機能が低下

＜既設管内配管工事のイメージ＞

＜埋設物輻輳状況＞

参考資料６－８

他企業管

他企業管

配水小管
Φ200

配水本管
Φ700

埋設物の輻輳に
より、開削工事で
の取替が困難

挿入

新設管

既設管
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